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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　接続対象物が前方から挿入されるコネクタ本体と、コネクタ本体に互いに幅方向に間隔
をおいて保持された複数の端子と、コネクタ本体内に挿入された接続対象物の係止部に係
止することにより接続対象物の反挿入方向への移動を規制するロック部材とを備えたコネ
クタにおいて、
　前記ロック部材にコネクタ本体の前後方向に延びるように設けられ、前端側を基点に後
端側が上下方向に変位するように弾性変形可能な弾性片部と、
　弾性片部の前端側と後端側との間に上方に突出するように設けられ、接続対象物の係止
部に接続対象物の反挿入方向への移動を規制するように係止する係止部と、
　弾性片部の後端側からコネクタ本体の上面よりも高い位置まで上方に延出するように設
けられ、上端側を上方から下方及び前方から後方への何れの方向にも押圧可能に形成され
た第１の操作部と、
　弾性片部の後端側からコネクタ本体の背面よりも後方に延出するように設けられ、上方
から下方に押圧可能に形成された第２の操作部とを備え、
　コネクタ本体内に接続対象物が挿入されると、ロック部材の係止部が接続対象物の下面
に接触しながら弾性片部が下方に弾性変形し、接続対象物の係止部がロック部材の係止部
に達すると、弾性片部が上方に復元して係止部が接続対象物の係止部に係止し、第１の操
作部の上端側を上方から下方及び前方から後方への何れかの方向に押圧すると、弾性片部
が下方に弾性変形してロック部材の係止部と接続対象物の係止部との係止が解除され、第
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２の操作部を上方から下方に押圧すると、弾性片部が下方に弾性変形してロック部材の係
止部と接続対象物の係止部との係止が解除されるように構成した
　ことを特徴とするコネクタ。
【請求項２】
　前記コネクタ本体に、操作部の前端との当接によって第１の操作部の前方への変位を規
制する当接部を設けた
　ことを特徴とする請求項１記載のコネクタ。
【請求項３】
　前記ロック部材をコネクタ本体の幅方向が厚さ方向となる平板状の部材によって形成し
た
　ことを特徴とする請求項１または２記載のコネクタ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えばフレキシブルプリント回路（ＦＰＣ）やフレキシブルフラットケーブ
ル（ＦＦＣ）等を接続するためのコネクタに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種のコネクタとしては、ＦＰＣやＦＦＣ等の接続対象物（以下、フレキシブ
ル回路という。）が前方から挿入されるコネクタ本体と、コネクタ本体に互いに幅方向に
間隔をおいて保持された複数の端子と、コネクタ本体内に挿入されたフレキシブル回路の
係止部に係止することによりフレキシブル回路の反挿入方向への移動を規制するロック部
材と、ロック部材にコネクタ本体の前後方向に延びるように設けられ、上下方向に弾性変
形可能な弾性片部と、弾性片部に上方に突出するように設けられ、フレキシブル回路の係
止部にフレキシブル回路の反挿入方向への移動を規制するように係止する係止部と、ロッ
ク部材からコネクタ本体の上面側に延出するように設けられた操作部とを備えたものが知
られている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００３】
　このコネクタでは、コネクタ本体内にフレキシブル回路が挿入されると、ロック部材の
係止部がフレキシブル回路の下面に接触しながら弾性片部が下方に弾性変形し、フレキシ
ブル回路の係止部がロック部材の係止部に達すると、弾性片部が上方に復元して係止部が
フレキシブル回路の係止部に係止し、操作部を上方から下方に押圧すると、弾性片部が下
方に弾性変形してロック部材の係止部とフレキシブル回路の係止部との係止が解除される
ようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１２－２２８４８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、前記コネクタは、例えば電子機器等の基板に実装され、フレキシブル回路と
の接続に用いられるが、基板が電子機器の内部に配置された状態では、コネクタ本体の上
方に他の機器や基板、或いは筐体が近接して配置されているなど、コネクタ本体の上方に
ロック部材の操作部を上方から押圧操作可能なスペースを確保することができない場合が
ある。このような場合、ロック部材の操作部を操作することができないため、フレキシブ
ル回路とロック部材との係止が解除不能となり、コネクタに接続されているフレキシブル
回路をコネクタから抜き取ることができないという問題点があった。
【０００６】
　本発明は前記問題点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、コネクタ
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本体の上方にロック部材の操作部を上方から押圧操作可能なスペースを確保することがで
きない場合でも、フレキシブル回路とロック部材との係止を解除することのできるコネク
タを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は前記目的を達成するために、接続対象物が前方から挿入されるコネクタ本体と
、コネクタ本体に互いに幅方向に間隔をおいて保持された複数の端子と、コネクタ本体内
に挿入された接続対象物の係止部に係止することにより接続対象物の反挿入方向への移動
を規制するロック部材とを備えたコネクタにおいて、前記ロック部材にコネクタ本体の前
後方向に延びるように設けられ、前端側を基点に後端側が上下方向に変位するように弾性
変形可能な弾性片部と、弾性片部の前端側と後端側との間に上方に突出するように設けら
れ、接続対象物の係止部に接続対象物の反挿入方向への移動を規制するように係止する係
止部と、弾性片部の後端側からコネクタ本体の上面よりも高い位置まで上方に延出するよ
うに設けられ、上端側を上方から下方及び前方から後方への何れの方向にも押圧可能に形
成された第１の操作部と、弾性片部の後端側からコネクタ本体の背面よりも後方に延出す
るように設けられ、上方から下方に押圧可能に形成された第２の操作部とを備え、コネク
タ本体内に接続対象物が挿入されると、ロック部材の係止部が接続対象物の下面に接触し
ながら弾性片部が下方に弾性変形し、接続対象物の係止部がロック部材の係止部に達する
と、弾性片部が上方に復元して係止部が接続対象物の係止部に係止し、第１の操作部の上
端側を上方から下方及び前方から後方への何れかの方向に押圧すると、弾性片部が下方に
弾性変形してロック部材の係止部と接続対象物の係止部との係止が解除され、第２の操作
部を上方から下方に押圧すると、弾性片部が下方に弾性変形してロック部材の係止部と接
続対象物の係止部との係止が解除されるように構成している。
【０００８】
　これにより、ロック部材の第１の操作部が上方から下方及び前方から後方への何れの方
向にも押圧可能に形成されていることから、コネクタ本体の上方にロック部材の第１の操
作部を上方から押圧操作可能なスペースを確保することができない場合でも、第１の操作
部を前方から後方に押圧操作することができれば、接続対象物とロック部材との係止を解
除することができる。また、第２の操作部を上方から下方に押圧すると、弾性片部が下方
に弾性変形して接続対象物とロック部材との係止が解除されることから、例えば第１の操
作部を何れの方向からも押圧操作することができない場合でも、コネクタ本体の背面側か
ら第２の操作部を上方から下方に押圧操作することができれば、接続対象物とロック部材
との係止を解除することができる。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、コネクタ本体の上方にロック部材の第１の操作部を上方から押圧操作
可能なスペースを確保することができない場合でも、第１の操作部を前方から後方に押圧
操作することができれば、接続対象物とロック部材との係止を解除することができるので
、例えば電子機器の内部に配置されたコネクタから接続対象物を抜き取る場合に極めて有
利である。また、第１の操作部を何れの方向からも押圧操作することができない場合でも
、コネクタ本体の背面側から第２の操作部を操作することにより、接続対象物とロック部
材との係止を解除することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態を示すコネクタの正面側斜視図
【図２】コネクタの背面側斜視図
【図３】コネクタの正面図
【図４】コネクタの背面図
【図５】コネクタの平面図
【図６】コネクタの側面断面図
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【図７】コネクタの側面断面図
【図８】コネクタの側面断面図
【図９】フレキシブル回路の挿入工程を示すコネクタの側面断面図
【図１０】フレキシブル回路の挿入工程を示すコネクタの側面断面図
【図１１】フレキシブル回路とロック部材との係止状態を示すコネクタの側面断面図
【図１２】フレキシブル回路とロック部材との係止状態を示すコネクタの側面断面図
【図１３】フレキシブル回路とロック部材との係止解除工程を示すコネクタの側面断面図
【図１４】フレキシブル回路とロック部材との係止解除工程を示すコネクタの側面断面図
【図１５】フレキシブル回路とロック部材との係止解除工程を示すコネクタの側面断面図
【図１６】フレキシブル回路及びコネクタの斜視図図
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　図１乃至図１６は本発明の一実施形態を示すもので、例えばフレキシブルプリント回路
（ＦＰＣ）やフレキシブルフラットケーブル（ＦＦＣ）等の接続対象物を接続するための
コネクタである。
【００１２】
　このコネクタは、接続対象物としてのフレキシブル回路１が前方から挿入されるコネク
タ本体１０と、ハウジングを覆うシェル２０と、コネクタ本体１０内に互いに幅方向に間
隔をおいて配置された複数の端子３０と、コネクタ本体１０内に挿入されたフレキシブル
回路１をロックする幅方向一対のロック部材４０とから構成され、基板２に実装されるよ
うになっている。
【００１３】
　フレキシブル回路１は、いわゆるフレキシブルフラットケーブル（ＦＦＣ）またはフレ
キシブルプリント回路（ＦＰＣ）からなり、その先端側の上面にはグランド用導電部１ａ
が設けられ、その下面には複数の信号線用導電部（図示せず）が互いに幅方向に間隔をお
いて設けられている。また、フレキシブル回路１の幅方向両端にはロック部材４０が係止
する係止部としての切り欠き部１ｂが設けられ、フレキシブル回路１がコネクタ本体１０
内に挿入されると、各ロック部材４０が各切り欠き部１ｂにそれぞれ係止するようになっ
ている。
【００１４】
　基板２は、電子機器等の内部に配置されるプリント基板からなり、その上面には図示し
ない導電パターンが形成されている。
【００１５】
　コネクタ本体１０は合成樹脂の成型品からなり、その前面にはフレキシブル回路１を挿
入する挿入口１０ａが設けられている。コネクタ本体１０は、前面部１１、背面部１２、
上面部１３、底面部１４及び側面部１５からなり、背面部１２には各端子３０を保持する
複数の端子保持溝１２ａが設けられている。また、上面部１３の後端にはロック部材４０
が前後方向に当接する当接部１３ａが設けられ、上面部１３の前端側にはシェル２０を固
定するための複数の固定孔１３ｂが互いに幅方向に間隔をおいて設けられている。コネク
タ本体１０内の幅方向両側には、フレキシブル回路１の幅方向両端部が係合するガイド溝
１０ｂが設けられ、各ガイド溝１０ｂは挿入口１０ａからコネクタ本体１０内の後方に向
かって延びるように形成されている。コネクタ本体１０内の幅方向両側にはロック部材４
０を収容する収容部１０ａが設けられ、収容部１０ａは上端側をコネクタ本体１０内のフ
レキシブル回路１の挿入空間に開放され、その後端は外部に向かって開放されている。
【００１６】
　シェル２０は導電性の金属からなり、ハウジング１０の背面部１２の上部、上面部１３
及び各側面部１５を覆うように形成されている。シェル２０の上面前端側には、フレキシ
ブル回路１のグランド用導電部１ａに接触する複数のグランド端子部２１と、コネクタ本
体１０に固定される複数の固定片２２とが一つずつ交互に幅方向に間隔をおいて設けられ
ている。グランド端子部２１はシェル２０の前端から延出するとともに、シェル２０の内
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側に折り返され、上下方向に弾性変形可能に形成されている。また、グランド端子部２１
の先端側にはフレキシブル回路１に接触する接触部２１ａが下方に突出するように設けら
れている。固定片２２はシェル２０の前端から延出するとともに、下方に略クランク状に
屈曲し、コネクタ本体１０の固定孔１３ｂに後方から前方に向かって圧入されている。シ
ェル２０の幅方向両側面の下端には基板２に接続される基板接続部２３がそれぞれ設けら
れ、各基板接続部２３は側方に向かって延出するように形成されている。
【００１７】
　各端子３０は導電性の金属からなり、コネクタ本体１０に固定される固定片部３１と、
上下方向に弾性変形可能な弾性片部３２と、基板２に接続される基板接続部３３とから形
成されている。固定片部３１は上下方向に延びるように形成され、コネクタ本体１０の端
子保持溝１２ａに圧入されている。弾性片部３２は固定片部３１の上端から前方に向かっ
て延びるように形成され、その前端にはフレキシブル回路１の信号線用導電部に接触する
接触部３２ａが上方に突出するように設けられている。また、基板接続部３３は固定片部
３１の下端から後方に向かって延びるように形成されている。
【００１８】
　各ロック部材４０は打ち抜き加工された金属板からなり、コネクタ本体１０の幅方向が
金属板の厚さ方向となるように形成されている。ロック部材４０は、コネクタ本体１０に
固定される固定片部４１と、上下方向に弾性変形可能な弾性片部４２と、コネクタ本体１
０の上面側に配置される第１の操作部４３と、コネクタ本体１０の背面側に配置される第
２の操作部４４とから形成されている。固定片部４１は前後方向に延びるように形成され
、コネクタ本体１０の収容部１０ａの前端側に圧入されている。弾性片部４２は前後方向
に延びるように形成され、その前端側は固定片部４１の上方から固定片部４１の前端まで
半円状に屈曲している。弾性片部４２の前後方向略中央には、フレキシブル回路１の切り
欠き部１ｂに係止する係止部４２ａが上方に突出するように設けられている。係止部４２
ａは前下りに傾斜をなすように形成され、その後端は垂直に形成されている。第１の操作
部４３は、弾性片部４２の後端側から上方に延びる延出部４３ａと、延出部４３ａの上端
に設けられた平面部４３ｂとからなる。延出部４３ａはコネクタ本体１０の上面後部を介
してコネクタ本体１０の上面よりも高い位置まで延出しており、その前端はコネクタ本体
１０の当接部１３ａと僅かな間隔をおいて対向している。平面部４３ｂは略四角形状に形
成され、コネクタ本体１０の上面と平行になるようにロック部材４０の幅方向に折り曲げ
られている。この場合、平面部４３ｂの下面とコネクタ本体１０の上面との間は、後述す
る治具Ａを挿入可能な間隔を有している。第２の操作部４４は弾性片部４２の後端から後
方に向かって延出するように形成され、第１の操作部４３の延出部４３ａと段差をなすよ
うにコネクタ本体１０の背面よりも後方に延出している。
【００１９】
　以上のように構成されたコネクタにおいては、図９に示すようにフレキシブル回路１を
コネクタ本体１０の挿入口１０ａに挿入すると、フレキシブル回路１の幅方向両端がコネ
クタ本体１０内のガイド溝１０ｂに係合し、フレキシブル回路１の先端がガイド溝１０ｂ
の後端に当接するまでフレキシブル回路１がコネクタ本体１０内に挿入される。その際、
フレキシブル回路１の上面にシェル２０のグランド端子部２１の接触部２１ａが圧接し、
シェル２０がフレキシブル回路１のグランド用導電部１ａと導通するとともに、フレキシ
ブル回路１の下面に各端子３０の接触部３２ａが圧接し、各端子３０がフレキシブル回路
１の信号線用導電部と導通する。
【００２０】
　また、フレキシブル回路１をコネクタ本体１０内に挿入すると、図１０に示すように各
ロック部材４０の係止部４２ａがフレキシブル回路１の下面に接触しながら弾性片部４２
が下方に弾性変形し、フレキシブル回路１の切り欠き部１ｂがロック部材４０の係止部４
２ａに達すると、図１１に示すように弾性片部４２が上方に復元して係止部４２ａが切り
欠き部１ｂに係合する。これにより、ロック部材４０の係止部４２ａとフレキシブル回路
１の切り欠き部１ｂとの係止により、フレキシブル回路１の反挿入方向への移動が規制さ
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れる。その際、フレキシブル回路１の反挿入方向に過大な引張力が生じ、図１２に示すよ
うにロック部材４０の弾性片部４２が前端側を基点に後端側が上方へ変位するように弾性
変形すると、第１の操作部４３の延出部４３ａの前端がコネクタ本体１０の当接部１３ａ
に当接し、弾性片部４２の弾性変形が規制される。
【００２１】
　次に、フレキシブル回路１をコネクタ本体１０から抜き取る場合は、以下の３とおりの
操作の何れかによりフレキシブル回路１とロック部材４０との係止を解除する。
【００２２】
　まず、図１３に示すように各ロック部材４０の第１の操作部４３の平面部４３ｂを指先
で上方から下方に押圧すると、弾性片部４２が前端側を基点に後端側が下方に変位するよ
うに弾性変形し、ロック部材４０の係止部４２ａがフレキシブル回路１の切り欠き部１ｂ
の下方に移動する。これにより、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止が解除さ
れ、フレキシブル回路１をコネクタ本体１０から抜き取ることができる。
【００２３】
　また、図１４に示すように、例えばコネクタ本体１０の上方に他の機器、基板、筐体等
の障害物Ｂが近接しており、第１の操作部４３の平面部４３ｂを上方から下方に押圧する
スペースがない場合は、障害物Ｂとコネクタ本体１０の上面との間に前方から平板状の治
具Ａを挿入し、治具Ａの先端を第１の操作部４３の延出部４３ａに当接して第１の操作部
４３を前方から後方に押圧する。これにより、弾性片部４２が前端側を基点に後端側が下
方に変位するように弾性変形し、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止が解除さ
れる。この場合、治具Ａの先端を第１の操作部４３の平面部４３ｂの前端に当接して押圧
するようにしてもよい。また、障害物Ｂとコネクタ本体１０の上面との間に前方から指先
を挿入可能であれば、治具Ａを用いずに指先で第１の操作部４３を前方から後方に押圧す
るようにしてもよい。
【００２４】
　更に、図１５に示すようにコネクタ本体１０の第２の操作部４４を指先または治具によ
り上方から下方に押圧すると、弾性片部４２が前端側を基点に後端側が下方に変位するよ
うに弾性変形し、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止が解除される。
【００２５】
　このように、本実施形態のコネクタによれば、ロック部材４０の第１の操作部４３の上
端側を上方から下方及び前方から後方への何れかの方向に押圧すると、弾性片部４２が下
方に弾性変形してロック部材４０の係止部４２ａとフレキシブル回路１の切り欠き部１ｂ
との係止が解除されるようにしたので、コネクタ本体１０の上方にロック部材４０の第１
の操作部４３を上方から押圧操作可能なスペースを確保することができない場合でも、第
１の操作部４３を前方から後方に押圧操作することができれば、フレキシブル回路１とロ
ック部材４０との係止を解除することができ、例えば電子機器の内部に配置されたコネク
タからフレキシブル回路１を抜き取る場合に極めて有利である。
【００２６】
　また、弾性片部４２の後端側にコネクタ本体１０の背面よりも後方に延出する第２の操
作部４４を設け、第２の操作部４４を上方から下方に押圧すると、弾性片部４２が下方に
弾性変形してフレキシブル回路１とロック部材４０との係止が解除されるようにしたので
、例えば第１の操作部４３を何れの方向からも押圧操作することができない場合でも、コ
ネクタ本体１０の背面側から第２の操作部４４を上方から下方に押圧操作することができ
れば、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止を解除することができる。
【００２７】
　更に、フレキシブル回路１の反挿入方向への引張力によってロック部材４０の弾性片部
４２が前端側を基点に後端側が上方へ変位するように弾性変形すると、第１の操作部４３
の前端がコネクタ本体１０の当接部１３ａに当接し、当接部１３ａとの当接によって弾性
片部４２の弾性変形が規制されるようにしたので、フレキシブル回路１に過大な引張力が
生じた場合でも、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止状態を確実に保持するこ
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とができ、フレキシブル回路１が容易に抜けることがないという利点がある。この場合、
弾性片部４２の変形がコネクタ本体１０の当接部１３ａによって規制されるので、フレキ
シブル回路１の引張力による弾性片部４２の変形を規制するために弾性片部４２の弾性率
を大きくする必要がない。これにより、弾性片部４２の弾性率を小さくして撓みやすくす
ることができるので、フレキシブル回路１をコネクタ本体１０に挿入する際、弾性片部４
２の接触圧による挿入抵抗を小さくすることができ、フレキシブル回路１の挿入作業を容
易に行うことができる。また、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止を解除する
際においても、ロック部材４０の第１の操作部４３または第２の操作部４４への押圧操作
に必要な力を小さくすることができ、ロック部材４０の解除操作も容易に行うことができ
る。
【００２８】
　また、ロック部材４０をコネクタ本体１０の幅方向が厚さ方向となる平板状の部材（金
属板）によって形成したので、ロック部材４０の幅寸法を小さくすることができ、ロック
部材４０によってコネクタを幅方向に大型化させることがないという利点がある。
【符号の説明】
【００２９】
　１…フレキシブル回路、１ｂ…切り欠き部、１０…コネクタ本体、１３ａ…当接部、３
０…端子、４０…ロック部材、４２…弾性片部、４２ａ…係止部、４３…第１の操作部、
４４…第２の操作部。
【要約】
【課題】コネクタ本体の上方にロック部材の操作部を上方から押圧操作可能なスペースを
確保することができない場合でも、フレキシブル回路とロック部材との係止を解除するこ
とのできるコネクタを提供する。
【解決手段】ロック部材４０の第１の操作部４３の上端側を上方から下方及び前方から後
方への何れかの方向に押圧すると、弾性片部４２が下方に弾性変形してロック部材４０の
係止部４２ａとフレキシブル回路１の切り欠き部１ｂとの係止が解除されるようにしたの
で、コネクタ本体１０の上方にロック部材４０の第１の操作部４３を上方から押圧操作可
能なスペースを確保することができない場合でも、第１の操作部４３を前方から後方に押
圧操作することができれば、フレキシブル回路１とロック部材４０との係止を解除するこ
とができる。
【選択図】図１４
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【図１４】

【図１５】
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